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序章
　
本稿の趣旨、先行研究の整理および論文構成
　
本稿は、職業教育をキーワードに、アメリカにおける児
童労働の改革を考察したものである。一般的に世界史における各国の児童労働改善運動は、職場からの児童の排斥運動であったと解釈されてい
る（１）
。例えばヴィヴィアナ・ゼ
リザーは、二〇世紀初頭において子どもは「経済的に役に立つもの」 （
the econom
ically useful child ）から「経済
的には無能だが 感情的には大変価値のある の」 （
the 
econom
ically useless, but em
otionally priceless child
）
へと神聖化されたことで、賃金労働から解放され、家庭や
学校という保護的な世界へと所属することになったと指摘してい
る（２）
。同じく、ウィリアム・ホワイテイカーも、一九
世紀末から一九四一年までを一つの時期として区分し、同期間内では改革者は職場から子どもを排除し、就学率を増加させることを目的としたとみ してい
る（３）
。
　
確かに改革の中で最も重要視されたのは児童労働法と義
務教育法の制定だった。児童を職場から学校 強制移住させようとする考えは当時の改革者の意見のなかにも頻繁にみられたものであ 。一九〇四年に設立された全国規模の改革組織、全国児童労働委員会（
N
ational Child Labor 
Com
m
ittee, N
.C.L.C
）の会員だった社会学者のエドワー
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ド・クロッパーは自身の論文で、州の義務は工場および他の職場での児童の早期就労を防ぎ、少なくとも一四歳までは就学させるよう、保護法を制定する義務があると強調した（４）
。同じく
N
.C
.L
.C
の会員であったジェームズ・カーク
ランドも、年齢制限を一六歳未満とした上 単に工場や炭鉱から追い出すだけでなく、学校で教育を受けさせることが問題なのだと主張してい
る（５）
。
　
だが、改革者は単に子どもを学校へと送り出すだけで満
足したわけでは く、 「そこで何 学ばせるか」という点に対しても関心を注いで た。すなわち、就職や労働に役立つ知識の伝授、いわゆる職業教育の実践・改良もまた大きな課題と 捉えて たのである。表一は
N
.C
.L
.C
の
活動目的を箇条書きにしたも だが 目的四と目的五に注目すると、前者は不熟練労働から児童を解放 ること 後者は職業教育を実践するこ で社会に必要な人材を育成することをそれぞれ掲げている。 両者 別々の問題ではなく、密接につながったものであり、委員会においては児童を不熟練労働者から熟練労働者へ 転化することが目標とされたのである。　
一連の改革には雇用対策という面もあり、教育機関にお
いて優秀な労働者の養成 求められた。雇用問題と児童労働問題とを同一視す という考えは 民間団体だけ なく、
表 1　N.C.L.C の活動目的（６）
目的 1 社会福祉の促進
目的 2 児童労働の実態調査およびその報告
目的 3 児童の雇用に対する世論の喚起と両親の責任向上
目的 4 不熟練労働、危険職の雇用の法規制
目的 5
労働に役立ち市民の需要に応える初等教育
十分な身体の発達を遂げるための機会の供給
目的 6 児童労働に関わる法律の実施にむけての協力
目的 7 各地方の児童労働委員会の拡大、統合、協力
目的 8 児童労働委員会が不在の地域での同委員会の設立
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州の教育省を中心とする公共機関においても共有されていた。そこでは、労働に役立つ技能をいかに効率よく習得させるかといったことが関心に上っていた。児童労働の改革は、仕事場から学校への強制移住そのものに目的があったというよりはむしろ、移住後の教育、すなわち国家や社会にとって有益な人間に仕立て上げることにあったとも言える。職業教育 児童労働の改革において、労働規制や義務教育の達成と同等、場合によってはそれ以上 意味をもっていた。　
従来の研究において最も欠けているのが、この改革者の
職業教育に対する姿勢をどう捉えるかといった問題である。児童労働の改善と職業教育が密接に結びつい いたいう指摘は、ごく一部の研究者に ってされてはいるもの、それは若干の言及にとどまっており、本格的な考察にまで到達していない。また、職業教育の普及と 、 「機会均等」というアメリカ伝統 民主主義思想に基づいた行為でもあり、単なる雇用対策を越えた意義を持つものでもあった。当時の人間が子どもの道徳に悪影響を及ぼすという理由で路上労働の禁止を主張していたと う点は過去の研究においても指摘されて ことであるが、こ 改革は、より本質的には「民主主義」というアメリカ 国家イデオロギーと深く結びついた運動であった。よって、職業教育
の評価を抜きにして改革の総合的評価を行うことは難しい。　
以上の点から、本稿ではアメリカにおける改革が最も活
発化した時期の一つである一九一〇年代前半を対象として、児童労働改革において唱えられた職業教育論について考察する。そのさいに、史料とし 最も有効に活用できそうなものは、オーウェン・ラブジョイの諸発言の記録である。彼は
N
.C
.L
.C
の総書記を務めた人物で、職業指導協
会の会合に 頻繁に出席し、職業教育がいかにあるべきかを熱弁しており、その発言内容から当時の改革者の姿勢を類推することが可能だと思われる　
以降の論文の構成だが、まず二章において、ラブジョイ
の児童観に言及した上で、当時の労働環境や雇用情勢をふまえながら、彼の職業教育論について検討する。次に三章で、アメリカ型民主主義 職業教育論との関係について考察を行う。同章では、職業教育論を通して アメリカという国家が擁するデモクラシー 危険性についても 及したいと思う。二章
　
オーウェン・ラブジョイの職業教育論
一節
　
オーウェン・ラブジョイの児童観
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はじめに、ラブジョイは「児童」が働くことそのものを
否定したわけではないということを確認しておきたい。彼は、一九一一年三月にバーミンガムで開かれた
N
.C
.L
.C
の第七回年次大会において次の発言をしている。
児童（
C
h
ild ）という言葉は人生において大変広い期
間を含むので、全くもって雇用されるべきでない児童もいれば、自身の生活維持や社会への福祉のために貢献してもよいも もいると我々は認識してい
る（７）
。
　
全面的な禁止よりもむしろ規制のほうが好ましい
児童は一四歳から二一歳までだ。州は国民の守護者であり、児童の保護者であり これは私たちの主張であるけれども、全ての未成年者は産業や社会の利益の保護と一致するような法律で規制すべきである。それゆえに、私たちは製造業や商業における児童の一日当たりの労働時間を最大八時間までにするような規制を出来るだけ迅速に行うことを欲してい
る（８）
。
　
すなわち、ラブジョイにとっての「児童」は「未成年
者」あるいは「若者」と同義であり、彼が言う児童労働とは、二一歳から下の未成年者全ての労働を意味するものだった。次の表を参照してもらいたい。
　
表二から明らかなように、二〇世紀初頭においては、
一四歳から一六歳の間に初等学校を卒業、あるいは高等学校を退学して職に就く人間が圧倒的に多かったのであ
表 2　労働従事者の割合（1910 年）（９）
年齢 男子 女子
10 － 13 16.6 8.0
14 － 15 41.4 19.8
16 － 21 79.2 39.9
表 3　高等学校の在籍者数と在籍率（10）
年度 在籍者数 在籍率
1890 357,813 7
1900 695,903 11
1910 1,111,393 15
1920 2,495,676 32
1930 4,7999,867 51
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る。一〇―一三歳の男子で労働に従事する者が同年齢において一六・六パーセントであるのに対して、一四―一五歳では男子の約四割にまで達する。スーザン・グスタフとチャールズ・ナンは、国勢調査の評価報告をもとに成人男女が取得した最終学歴の統計をまとめたが、それによれば、一九一〇年から一九一九年にかけて大抵の人間が第八学年から第九学年のうちに初等学校を卒業していたことが判明してい
る
）（（
（
。
　
また、全国の高等学校の在籍者数が激増したにも関
わらず、在籍率は一九一〇年の時点で 五パーセント、一九二〇年の時点においてすら、三二パーセント しか達していなかった。ニューヨ ク市では、一九〇九―一九一〇年で高等学校入学者が 万九六 二人であるのに対して、退学者が一年次で六八二九人（入学者 三セント） 全 年では一万一二 人（入学者比五七・五パーセント）だった。一九一四―一九 五年でも が三万一〇二六人、退学者が 次で一万二四九四人（入者の四〇パーセント） 、全学年で二 〇比六八パーセント）となっており、一年以内に退 る間はむしろ増えている。退学者数はその 度の 数の五割を超えており、少ない数字だとは言えない。ニューヨーク市に限定 た数値ではあるが 国の高等学校 在籍
率の少なさから考えて、恐らく全体においても退学者が相当数いたものと思われ
る
）（1
（
。
　
ラブジョイは、このような人間、すなわち学校を中途退
学あるいは卒業をして労働に従事していた若い社会人も含めて
Child
と表現し、その労働に言及していた。よって、
彼の講演録あるいは論文を読む際 は、どの年齢層に言及しているのかを念頭におき がら、
Child
を文脈に応じて、
「未成年」 、 「子ども」 、 「若者」と読みかえなくてはならない。これは、
Child Labor
をどのように定義するかといった問
題にも関わってくる。一般的に 、
Child Labor
は特に考
慮されることなく「児童の労働」と定義され いるが、本稿では当時の改革者が未成年全般を
Child
と表現してい
る以上、 「労働権 認められ いるが、社会的には半人前とみなされる人間全般の労働問題」と定義したい。以上の点を前提として、次節で ラブジョイの講演録を読んでいこう 思う。二節
　
職業訓練と児童労働
　
一九一三年一〇月、ミシガン州ラピッドピッヅにて職業
訓練運動の全国組織、全国職業訓練協会（
The N
ational 
Vocational G
uidance Association
）の創立総会が開かれ
た。その総会でオーウェン・ラブジョイは、 『職業訓練と
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児童労働』 （
Vocational G
uidance and Child Labor ）とい
う題目の講演を行っている。　
まずラブジョイは冒頭において、現在のアメリカ社会で
は、労働というものが肉体労働と頭脳労働の二種類に分裂しているために、肉体労働に従事する人間と、彼らが所属する社会に致命的な損害が与えられていると主張した。大部分の人間は重労働 よってかろうじて生存することが許され、かつその職には昇進 機会 存在しな 長時間単調な作業から解放されることもなく、生産においては質ではなく量を優先し、歳をとるごとに下 る賃金を受け取っているために、多くの労働者が希望を抱 なくなったのも無理がないと彼は言う。国内の労働者が劣悪な条件であっても仕事を引き受けざるを得ない状態 追い込まれていると認識し、そのこ に危機感を持ったのであ
る
）（1
（
。
　
実際には、アメリカの労働情勢はどうだったのか。まず
賃金だが、当時の男性労働者の平均 週賃金は一二・六四ドルで、一〇ドル未満は全体の三二パーセント 五ドル未満は七五パーセントを占めて 。藤本武は実質賃金の上昇は二〇世紀に入 からほぼ停滞し、一九一四年以降に低下したとも主張してい
る
）（1
（
。一九一〇年代において家
族四―五人が生活するのに必要な週給が一五ドル（年収八〇〇ドル）だったので、半数以上 家庭では夫一人の稼
ぎでは生活が厳しかったと言えよ
う
）（1
（
。
　
また、この時期のアメリカの労働情勢の特徴として、
雇用が極めて不安定だったことが指摘される。次表は、一九一三年から一九一四年にかけて実施された抽出調査から離職者数とその割合を表し ものである。
表 4　離職者数と離職率（16）
継続期間 離職者数 離職率
3 か月以下 2 万 8407 人 250
3 － 6 か月 8516 人 133
6 か月―1 年 7497 人 104
1―2 年 4415 人 42
2 － 3 年 2162 人 22
3 － 5 年 1845 人 14
5 年以上 1776 人 6
合計 5 万 4618 人 63
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一九一三年から一九一四年において、全労働者のうち六
割の人間が転職を経験しており、しかも三ヵ月以内の離職率が二五〇％と尋常ではない数値をたたき出している。多くの企業では月間離 率が一〇パーセントを超えていた。なぜこれほどまでに離職 高いかというと、一つには職場の改善、昇給が望めないために、より良い待遇を期待するには転職せざるを得なかったこと、劣悪な労働に対する抗議として行われたこと、出稼ぎ労働者が多く存在したこと、熟練労働者の間には職人としての技術を学ぶために職場を遍歴する慣行があっ など 挙げられる。 ずれにしても自発的な離職が圧倒的に多かった であ
る
）（1
（
。
　
加えて、離職率だけでなく失業率も高いことが特徴的で
ある。一九〇〇―一九一四年における労働者全体の平均失業率は五・六パーセントだったが ニューヨーク州の労働局がまとめた資料によると、一九一三年九月末 時点で同州の労働組合員の失業率は 六・一パーセント あり、一九一三年一二月末になると三八・八パーセントにま 達した。同年七月から一二月にかけての平均失業率は二二パーセント あり、さらにニューヨ ク市に限定すると、一九一三年 二月末において四五・五パーセントと組合員の約半数が失業状態に陥っており、一九一四年二月における失業者は総数三二万五〇〇〇人になった。国際的 みて
も、一九〇四―一九一三年における英独米各国の労働組合員の平均失業率は、イギリスが四・七パーセント、ドイツが二・一パーセント アメリカが一五・二パーセントであり、アメリカ 失業率は桁違いの高さである。しかも、アメリカでは失業保険が制度化されていなかったので、失業が貧困に直結してい
た
）（1
（
。
　
ラブジョイは当時の雇用労働情勢について、かなり正確
な理解をしていたと考えられる。で 彼は未成 者の労働についてどのような発言をしているのだろうか。講演録の続きを読んでいこう。
低賃金と日雇い労働は今日の未成年者の労働に転換をもたらした。社会は、不熟練労働は撤廃しなければならないのだという決断に達するには程遠い位置にある。農業は別 して、職業というもの 学校が輩出した人間を取り入れてはいるものの、現状の利益を児童に割り当てたり、未来への希望を見せたりするような部分が欠けている。二、 三年前 マサチューセッツ委員会の報告はこのこ を鮮明にした。連邦政府の労働局が最近行った調査は 退学して いている一六才以下の子どもの九〇パーセントが、成人労働者の週給が一〇ドルか、それ以下である業界に就職したことを明らかにした。まも く報告書が
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オーウェン・ラブジョイの職業教育論―雇用対策と民主主義（大泉）刊行されるニューヨーク市で行われた職業の調査では、一四歳から一六歳までの少年一〇一人を対象に、彼らが従事している業務の分析を行ったが、その分析によると、一〇一人の少年のうち、わずか五人のみに昇進の機会があり、残り九六人は将来性のない職業に就いていたのである。今や企業は、我々にまっとうな学校があ ならば、これら全てが変わると言っている。児童労働は児童の虐待ではなく祝福になると言うのだ。我々は常々 次の とを発言してきた。学校と ものが理想的 カリキュラムと訓練を提供する場合には、どの児童も自分 本来備わっている力を発展させる ろうと。そして 刻も早く、産業に適さない人間 増産 終止符を打つべきだと
も
）（1
（
。
未成年者が、かなりの割合で初めの月のうち 解雇され、時々の成功と頻繁の失敗を繰り返し がら職を転々としていること、退学者が何の役にも立たないと企業が不満を述べていること、多種多様であるものの意味がない仕事を割り当 られることで彼らの度胸や熱意、若者らし 理想主義が失われて ることを、共同体の経済的利益に対する学校 貢献に
関する研究が示してくれるだろう。多くの人間が日雇労働者から永久失業者へと転身することが予期され
る
）12
（
。
　
先に述べたように、ラブジョイは未成年者の労働につい
て全否定をしてはいなかった。彼が問題視していたのは、若者が従事している労働の形態であり、未成年者の多くが不熟練労働に従事 いることだったのである。ほとんどの学生は昇給が望めな 低賃金 職に就き、しかも頻繁に転職を繰り返していた。例えば、一九一三年 マサチューセッツ州の調査では、繊維工場で働く児童の四三パーセントは、六年 経てもなお一度も昇給を経験していないことが判明されている。同調査は、他の業種に く児童も同様であると説明し じくマサチューセッツ州では一四―一六歳の労働者 うち、九七パーセントの人間が技能を必要とされない職業、すなわち不熟練労働に従事していた。他の地域も得て 同じ傾向をたどっており、フィラデルフィア は様々 職種から計一万三七四〇人を対象に調査し ところ、三パー ントしか熟練職に就 いないことがわかっ
た
）1（
（
。また、児童の離職率については、ニュ
ーヨーク市の一四歳から一六歳までの若 一〇〇〇人を対象に行った調査によれば、彼らの三分 一が年に六度も転職をしていた。単純計算して二ヵ月に一回 ペースで別の
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職場に向かったことにな
る
）11
（
。総じて、未成年者の雇用労働
情勢も成人と同様であったと言える。　
若者の雇用情勢がこのようであったときに、職業訓練は
一定の効果を上げていた。例えば、ニューヨーク市において、職業訓練を積んだ人間とそうで い人間の年収を比較すると、就職して三年後の時点 二六五ドル、四年後の時点で五八三ドルもの差がついてい
た
）11
（
。また、マサチューセ
ッツ州ダグラスの公式調査では、職業訓練を受けていない生徒が初年で年収二〇〇ドル、三五歳で六四〇ドル、六〇歳で二〇〇ドルを得る に対して、訓練を受けた生徒は初年で五五〇ドル、四五歳で一三六五ドル、六五歳にな てなお一〇〇〇ドルを受け取 と見積もりをし
る
）11
（
。職業
訓練の有無が待遇を決定したのは明らかと言えよう。ラブジョイが講演で次のように発言しているの 大きく頷けることである。
一六歳以下の少年少女が産業において働く場所がないという事実からも業界の思惑が知れる。もちろん、私は大雑把に話しているので例外もある。だが、総じて一定の年齢に到達する前に、仕事に従事し 時間を費やすこ は、業界自体に損害を与えるし、大抵は子どもにも損になるのであ
る
）11
（
。
　
このように、失業の不安と高い離職率、低い賃金が当時
の労働（特に不熟練労働）の特徴であり、この情勢を意識してラブジョイは若者が少しでも熟練職に就けるように、効果ある職業教育を学校機関で実施することが重要だと講演におい 熱弁をふるったのである。児童労働を若年労働者の雇用や労働の問題と捉え、職業教育によって改善しようとする彼の考えは、ラピッドピッヅの講演以前から持たれていた。ラブジョイ 一九一〇年出版 論文雑誌で、『商業訓練は児童労働問題を解決するだろうか？』 （
W
ill 
Trade Training Solve the Child-Labor Problem
? ）とい
う論文を発表してい が、その内容からは、すでに彼の職業教育論が完成されていることがうかがえられる。彼は公立学校に在籍する生徒の四分の一が退学する事実 取り上げ、その理由を次のように説明した。
疑うまでもなく、その大多数は家族の必要から、あるいは通学よりは労働のほうが退屈でもなく単調でもなさそ だという理由から、一時的あるいは永久的に賃金労働者となっている。責任の多くは子どもにあるようだ。というのも調査した三 五七世帯家庭のうち七六パーセントは、子どもに産業訓練を与えることができ し、もしそのように申し出れば、喜んでそうすると予想 れるからだ。多くの事例では両親は子ども 収入と同じくらいの額を商業部門
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オーウェン・ラブジョイの職業教育論―雇用対策と民主主義（大泉）や芸術などの補習科を受けさせるために出費していることがわかっている。このような子どもたちは、一七歳になる前に週給五ドル以上を受け取ること滅多になく、二〇歳の時点で最高賃金（八―九ドル）に達してしまう。一人の人間が従業員への道に有利な職業に就くたび 、四人が紡績工場に入り、もしくはキャッシュガー
ル
）12
（
になっている。さらに、ある
人間が不熟練の職業から熟練の職業へと進む とは滅多にない。ケンブリッ
ジ
）11
（
で熟練を要する産業で雇
われている一七歳から二〇歳 での五 人 人間のうち、たった一人しか前 不熟練労働（事務や店の小僧を除く）に従事していなかった。印刷所に勤めている男子は以前 他の仕事場で雇われたことがかった。これは、機械工や配管工、塗装工、ガラス工、左官、石工、石切り工の場合でも当てはま ある調査では一四歳の時に学校を離れた児童と、一六歳の時に学校を離れた児童が一八歳までに得た賃金の合計が比較された。そ 結果、不完全な教育が目下与えられている場合ですら、賃金労働者と 準備されて学校を卒業した児童が二年のうち 得た賃金の合計のほうが、一四歳の時に学校を離れて四年間働いた児童 それよりも多 ことが示された
のであ
る
）11
（
。
　
以上から、ラブジョイが勤労学生だけでなく、学校を退
学あるいは卒業した人間のその後の働き方にまで関心を寄せていたこと 一目瞭然である。前述したように、彼は二一歳より下の未成年全般を児童とみな ていた。彼にとっての児童労働とは、その言葉から一般的に想像される炭鉱や工場といった限られた場所で酷使される幼児の問題というよりは、より広範な若者全体の問題だった。そ 、彼らの労働条件の改善には職業教育が重要な役割を果たすと考えていたのである。　
職業教育の重視という姿勢は他の改革者にも共通し
てみられる。例えば、アメリカ失業協会（
Am
erican 
Association on U
nem
ploym
ent ）で書記を務めたジョン・
アンドリューズは十分な職業訓練もなく就職した若い不熟練労働者が、 成人労働者 生活水準を下げる 考えて た。そのため、年齢制限による未成年者の労働市場から 排除と、訓 による技術の習得が失業対策に有効的だとみなしたのである。
労働者の技術の幅が狭ければ狭いほど、非正規雇用の危険が高まる。役立たずの製品や失業者の類いは、児童が産業のなかで生活するための十分な準備もなしに、学校から産業へと移行 ことから始まる。
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史苑（第七四巻第一号） 産業に入る時期を保護するためのいくつかの社会的徒弟制度は、ほとんど消滅しかけている新旧のギルド徒弟制を取り上げて、若い労働者の全ての時間と活力が、彼の産業能力を発展させるどころか破壊してしまうような先のない仕事にお て低賃金や日雇いの労働として使われるのを防ぐために必要であ
る
）11
（
。
　
同じく、失業問題に着手し、後に移民の同化政策を支え
たフランシス・ケラーは、早期に就職すると技術を学ぶ機会が失われるため、単純労働から熟練労働へと進む機会もほとんど失ってしまうと主張してい
る
）12
（
。また、彼女は未成
年者の労働参加が成人労働者の失業の原因にもなっているとも発言していた。
労働市場におけるそのような人間は成人労働者 解雇を引き起こす。ここ一〇年の失業のかなりの割合がこれによるものだということを疑う余地は全くい。失業の原因と救済を議題として一九一四年に開かれたシカゴの市長委員会のなかで商業組合が提出した報告書は重要であ 。
〔中略〕
提言では、失業を
なくす方法として次 ような とが言われている。「一六才以下の児童が働くことは認めるべきではない」 、 「私 ちは、現在、何千何百も 労働には向かない若い男女を送り出すことで 場を溢れさせ、
仕事の水準と同じくらい賃金も低下させている学校にいくつかの規制をかけるべきだと信じてい
る
）1（
（
。 」
　
二〇世紀初頭のアメリカの代表的社会改良家であり、
N
.C
.L
.C
の会員でもあったジェーン・アダムズもまた、
職業教育について言及していた。古い史料だが、彼女は、一九〇三年の六月にジョージア州アトランタで開かれた社会福祉の全国大会で、貧困と職業訓練の関係について語っている。
児童労働と貧困の間にどのようなつながりを私たちは発見するのだろうか？ワーナー博士が書いたアメリカの慈善団体の小さな本は過去に出版されたどの本よりもすぐれたもので、その中で彼は様々な都市の統計を利用して貧困 主な原因を三、 四点挙げてる。一番の原因は失業である。大抵 場合 経済危機のおりに職場の居場所を失い即座に解雇される人間、好況時に最も恩恵を受けな 人間 役立たずで、あまり体力もない人間、仲間内で受けがあまり良くなくて、職長が喜んで何らか 方法 解雇する人は十分な訓練を決して受けておらず、不思議なことに体力と気力に欠けてい
る
）11
（
。
　
アダムズは、早期の就職が労働者の健康を害し、また十
分な技術の習得を妨げ、結果的に貧困に陥っていることを
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自身の福祉活動の経験を根拠に主張している。そのため、彼女は年齢制限による未成年者の労働からの排除を主張しているのだが、やはり単なる締め出しだけで満足するわけではなく、その先の労働者としての教育を重んじていたと言えよう。　
総じて、これらの意見は職業教育が労働者の境遇を改善
させるものとして期待しており、彼らは訓練を十分に受けさせるために、未成年者の早期 就業に否定的な態度 示し、就学を奨励していたとみなすことができ 。このような改革者の意識は、 先行研究において唱えられたような 「働市場からの排除と就学の奨励」という解釈だけで 欠落する点である。確かに、先述のゼリザー曰く 児童の感情的価値は二〇世紀初頭において高まった 言えよう。 だが、改革者は児童が有する経済的価値を無視して活動していたわけではなかったし、むしろ雇用の安定や労働条件 改善は常に念頭に置かれていたのである。改革 最大の目的は「未成年者の労働市場からの排除」ではなく、その先にある「熟練労働者の養成」であり それは労働環境 向上、失業対策の一環として唱えられたものだった。一九一〇年代において、改革は未だ経済的動機にけん引 れて展開していったと言えよう。ラブジョイの職業教育論 、そ 好例として評価できるものだと思われ 。
三章
　
職業教育と民主主義
　
だが、ラブジョイの職業教育へ対する姿勢が国内の雇用
労働情勢のみに影響されたかと言えば、それもまた不十分な理解になる。というのも、彼の教育理念は、アメリカという国家が抱えるイデオロギー、すなわち民主主義（機会均等主義） と密接に結びついてい ものだったからである。彼はある職種で くの 有利な特殊な教育ではなく 学生が自分に適した仕事を選べるように総合的な教育を提供すべきだと述べている。
職業訓練が提供することができる極めて大事なサービスの一つは、産業を分析し、若者に「天職」（vocation
）と「単なる仕事」 （
job ）を区別するよう
に訓練することである。児童をある機械に釘づけにして、その一生を単純で型にはまった労働に従事させることを目的にした特別な訓練を施すことは無益である。企業は言う。 「ここに仕事があります。あなたがたが差 出してくれる はどのような子どもですか？」と。我々は 問い 裏返して企業に問わなければならない 「ここに子どもがいます。あなたがたが差し出してくれるのはどのような産業ですか？」
と
）11
（
。
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う
）11
（
。
　
彼は、一四歳の時に自分の天職を見つけられるような人
間は少ないのだから、何か特定の職業へ就くための訓練から、あらゆる職業において役に立つような総合教育へと内容を変えなければならないとも述べてい
る
）11
（
。つまり、職業
教育を若者の権利としても扱っ おり、機会均等と職業選択の自由 学生に保障することを理念としたわけである。その意味では、職業教育 は民主化の手段であった。次のラブジョイの発言は彼の考える職業教育が民主主義とどれ
ほど堅く結びついていたかを示唆してくれる。
アニュス教授は最近、次のことを言った。「教育とは完璧な生活のための準備です。
〔中略〕
完
全な生活とは有用性と幸福を含んでいます。有用性とは人類の利益を増進させる活動のことです。幸福とは働く喜びと余暇の喜びを意味します。それゆえ、教育は男子に仕事を身につけ べきで し、た彼に人生の優美な喜び 身につけさせるべきです」そのような教育は、すでに社会を分裂させ、多くの人生を破産させている現在 階級分化をたたき壊すだろう。もし、私が思うように、私たち全員が真の民主主義を信じるのならば、私たちは「労働者の友」とか「働いている人々 住宅」など ついて話すことをやめることができ 地点に達しなければならない。労働者を除 誰が居住 権利を持つのだろうか？なぜ労働者は保証人や後援者として宮中で後見人を必要としなければならない か？いったい誰が玉座に寄り添う権利を強く持っているのか？彼自身の手こそが証明書ではないのか？だが彼は 彼の手に技能を習得させ、それ 同じ らい彼の心に有益ですばらしい知識を供給する機会を子どもの頃に与えられることでしか自身の権利 維持すること で
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い
）12
（
。
全国産業教育推進組合の書記であるプロッサー氏が提案した目標を受け入れようではないか。すなわち、どの未成年の子どもも国家の被後見人としてみなすべきだと。主張しようではないか、未成年者に価値のある訓練を提供する産業 学校 付属物にな と。主張しようではないか、現在の賃貸対照表 く、児童の未来の有用性がこ 職業訓練の成功の基準になるべきだと。そしてまた主張しよう、若 未成年者の労働を、彼らやその家族を維持させるだけの間に合わせのものにしようとする くらみに反対すること
を
）11
（
。
　
アメリカには、伝統的に教育を民主主義達成の手段とし
てみなしてきた歴史がある。建国当初からアメリカは自らを新世界と称し、旧世界であるヨーロッパとの違いを強調するために「諸条件の平等」という普遍的理念を国家公認かつアメリカ固有の倫理として推し進めてきた。 斎藤眞は、「機会の国」アメリカというイメージは、アメリカにとって存在理由そのものであり、当為であり、一種の強迫観念とすらなっていたと評価する。そ 民主主義は、財産の面では土地の所有、政治参加の面と ては普通選挙制、そし
て教育の面では無償教育の実施という形であらわれた。アメリカ最初の労働者の政党が一〇時間労働制と共に、無償の公教育を要求したのはその好例である。よって、ラブジョイの語る職業教育論も、基本的にはこの古くから存在するアメリカの民主主義論に則ったものであり、その意味では、保守的な思想であったと 評価でき
る
）11
（
。
　
そして、より大勢の参加者の利益を尊重するという民主
主義思想は、少数 権力者に向けた教育ではなく、より多くの民衆の利害に応じた するようになる。ラブジョイは、 学生が早いうちに退学して就職してしまう 、学校教育 内容が彼ら とって魅力的なも とな ていないからだと叱責した。
なぜ、そのような不十分で乏しい有給雇用が学生を引き付けるのか？どうも学生の脱走は、主に学校生活に対する積極的嫌悪と活発的 ありたいという望みに起因するようだ。自分の仲間に影響されて、児童は自分自身の財産を持ちたいという強い野望を抱いている。強制的 初等教育は学校を嫌悪させる結果となり、児童は何らかの不熟練労働に従事するほうが好まし と思うようになる。その労働は取るに足らない賃金のため 青年期の二年から四年を浪費させ、彼らが二〇歳になった時 行き詰まらせてし
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う
）11
（
。
私たちの教育制度は、文明化の初期の要求に適応たものだが、それは現在、階級的な教育 いるという事実に向き合うほうがよいだろう。若者多くは肉体労働に従事しているのに 学校では主に専門職としての人生 準備しか供給して ないからだ。 「アトランティック・マンスリー」 最近掲載された論文で、ポール・アニュス教授は現在の教育制度は彼が推奨す 制度と比べて概括的なも だと記述している だが 私 ち 判断では、学校 一般教育ではなく、特別な階級の教育を提供 。全ての通常の学校の方式で支配的な特徴は 児童を
訓練して少なくとも人口の九〇パーセントの雇用を占めている職業を避けさせ、勧告と見せしめによってしきりに彼らに残り一〇パーセントの雇用を求めるよう急きたて 点にある。私たち 産業軍団の新兵たちは公立学校に費やす時間 金銭もほとんど受け取らな
い
）12
（
。
禁止法と義務初等教育は若者に機会の扉を開かせる。だが、教育は魅力をもって児童の役に立ち、そして彼を熟練労働の場へと導き、その子ども 対しては強制が必要でなくなるような特性を持たなければならな
い
）1（
（
。
　
ニューヨーク市の教育史を研究したモーゼス・スタンブ
ラーは、義務教育法と児童労働法が教育の民主化をもたらしたと評価している。再度、表三を眺めてほしいのだが、 二〇世紀初頭は高等学校への入学者が増加 た時代で、元々はエリート層の教育を目的に設立された高等学校が全ての民衆のための教育機関へと変化した時代だっ
た
）11
（
。ラブ
ジョイの発言は、このような社会の変化を背景としたもで、現在 教育が特権階級を目的としたもので、大衆を対象としたものになっていないと批判し、教育内容 民主化を主張したのである。そして、彼にとっての職業教育は労
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働者の養成と同時に市民の育成でもあった。次の文章を参照してほしい。
熟練した生産への準備は十分ではない。今日の私たちの全ての訓練は消費のための訓練であると言われているが、私 ちが全く不十分にそのようにしてきたようには思えない。職業訓練を受けるどの労働者も他の産業の労働条件や需要を学ぶ機会を得るべきだ。そうすることによってのみ、彼は知的で民主的な市民になることができ、仲間の労働者に対して思慮分別に富んだ思いやりを持ち、労働に喜びを見出し、社会組織の中で労働者 し 資格を得ることができる。そうやって訓練された労働者は、最近のニューヨーク市の混雑し 展示会 と も熱心に説明された不平等、すなわち実際の生産者と中間商人との間の利益の不平等に我慢 らな だろ
う
）11
（
。
　
ラブジョイにとって、健全な労働者は自律的に行動でき
る市民と同義だった。どの産業にも参加できる実力と知識を得ることは、他者に共感を持ち、社会の利害を冷静に判断することができる人物になるために必要なことだったのである。先述したように、アメリカという国家にとって、民主主義という思想は自国の イデンティティであり、それゆえに一種の強迫観念にもなっていた。 すれば、ラブ
ジョイにとっての職業訓練もまた、 雇用対策の枠を超えた、義務感と使命感を帯びたものであっ ことが想像できよう。それは権利を正しく行使できる人間を育てるためにあり、必ず実施しなければならないことであったのである。
児童の訓練は、この訓練が産業に及ぼすだろう効果よりも重要な関心事である。私たちの公立学校は、雇用主の負担を取り除くために単一の専門職の熟練者を鍛えるのでは く、大変機敏であり、かつ心身が発達しているために、いくつかの機会を選択するのにふさわしい人間になるように児童を訓練したうえで徴発しなければならないのである。ある著名な教育者は最近次のようなことをそれとなく言った「職業訓練の最後の二年間は現場にふさわしい特別な職業教育を含むだろう」こ は危険 点である。仮に技能の上達や賃金の上昇が公正に与えられる機会があるだけの余裕を持つ、現場の人間に対しても礼儀正しくふるまう業界ならば、 これは妥当だ。しかし、そうでないならば、少年少女は他の職業の知識を得ることで自分の将来にむけての準備をするべきである。そうすれば、彼 の将来は、地域社会で主導的な産業で偶然にもあるようなことに対して決 て支配されないだろ
う
）11
（
。
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史苑（第七四巻第一号） 私たちが民主主義国のなかで本物の教育の問題を上手く対処するつもりならば、全ての個人的、階級的な利害は社会的善の利益のなかで忘れさられなければならな
い
）11
（
。
何よりもまず、私たちの国の若者の前に何らか 手工業を学ぶ機会が与えられるならば、彼 は決し産業組織の地位を貶めることはできない。こ 教育革命を追求する手段は、私たちの最も価値がある社会的財 と知的な市民 増やす上で特に必要なもを維持しなければ らな
い
）12
（
。
　
アメリカのアイデンティティである民主主義の達成が、
学生を中心とした未成年者の雇用労働問題の解決と表裏一体のものであったとすれば、ここに一つの問題が生じることになる。すなわち、本来は特定 国家とは無縁であるはずの社会改革がアメリカ固有の使命として絶対視されることで国家主
義
）11
（
と結びつき、たびたび上からの改革として実
行された である。アメリカの児童労働改革が当事者である労働者の利害をしばしば無視したものであったということは、過去の研究においても指摘されている。例えば、中産階級の関心や危機感 訴えるものであり、移民労働者や
紡績工場の労働者の家族にとっては現実感に欠けるものだったということや、成人男性が主たる生計維持者であるべきという観念に支配されていたことが明らかになっている。また、 児童労働者を常に被害者 し 描写するために、彼らの自分の仕事に対する誇りや、仲間や年長者の仕事をまねながら積極的に技術をみがい った いう一面も無視されてい
た
）11
（
。筆者自身、資料を漁るなかで、改革者が女
性の問題について何ら革新的な意見 述べられていないことを感じた。ラブジョイを例にすれば、彼は商業学校において女中として奉公する意志のある人間しか家事を学ばないことを問題 し、全て 女子に家内労働 技術を伝授すべきだと論じている。
どの女子に対しても、家庭に強い影響を与える科目において十分な指導を与えるべきだ。彼女は家庭や家政学と関係のある衛生学 装飾美術といった、概して生産的な方法 知識を授かるべきだ。社会は、それ自体の目的に奉仕させるために、どの女子も自分の家庭においては主婦で ことを期待すべきだし、もし産業訓練が完全に供給されるならば、家政学を報酬 ある職業に向けたも ではなく、家庭の管理のために準備されるものとして導入す べきだ。女子が家事使用人として注目され くなったとき、
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オーウェン・ラブジョイの職業教育論―雇用対策と民主主義（大泉）疑いなく彼女たちの多くはそ ような訓練を選び、家庭という高尚な考えとその責任への準備をもって外へ出て くだろ
う
）11
（
。
　
二〇世紀初頭のアメリカでは、移民女性を対象に英語や
家政学の教育を施す運動（アメリカ化運動と呼ばれる）が展開されたのだが、それは「女性は家庭を作り、それを維持する役割を持つ」というアメリカの価値観を刷り込むことが目的であっ こと 判明している。 松本悠子によれ 、この運動は外国人の同化を目指 一方で、彼らにアメリカの理念を教えることによって、自らを問 直すものでもあった。家政学は移民にアメリカの生活様式を教えるだけではなく、都市白人中産階級の主婦に対して理想的な生活モデルを示すも だったのであ
る
）12
（
。ラブジョイの女性教育
論は、このアメリカ化運動と同じ性格を有しており、基本的には国家の視点に立ったものであり、男女間の性別役割分担を擁護し母性を強調する態度 、今日 ジェンダー論に照らし合わせれば保守的な思想だったと言え
る
）1（
（
。
　
このように機会均等の権利を絶対視することで、自身の
改革のなかにある保守的な部分 無自覚にな いう点にラブジョイの職業教育論および 民主主義の問題が潜んでいるのではないかと筆者は考えている。 そもそも、アメリカの民主主義とは、人民の人民による人民のため
政治（
governm
ent of the people, by the people, for the 
people ）であり、 「人民」として認められない者に対しては、
徹底的な差別が行われてきた。アメリカは入植の時代からすでに特定の人間（ヨーロッパからの植民者）のみを主権者とした植民国家であり、自らを「文明」とみなし、先住民社会を「野蛮」と決め付け、文明を防衛するための戦いとして侵略を正当化してき
た
）11
（
。ネイティブ・アメリカンの
駆逐は凄まじく、コロンブスの到来時には二〇〇〇万以上の先住民が暮らしていたのだが、一八九〇年には二五万人にまで減少 た。加えて文 的抹殺も並行し 行われ、一九三四年にインディアン再組織法 制定されるまで 、先住民の「文明化」と称 彼ら 子どもは寄宿舎 入れられ、母語の禁止と英語の使用、そしてキリスト教の信仰が強要され
た
）11
（
。つまり、アメリカの民主主義は本質的に国
家の自己正当化の倫理として働き、暴走する危険性を孕んでいるのである。こ 自らの文明に疑問 抱かず、逆にそれを拡大し、周縁を吸収、同化することに普遍的正義を見出すという態度は児童労働 改革でも見られるこ だった。一九〇八年に開か た
N
.C
.L
.C
の第四回年次大会で、
同委員会の議長であるフェリックス・アドラーは「アメリカの文明化という考えのな での反児童労働運動の基礎」（The Basis of the Anti-Child Labor M
ovem
ent in the 
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Idea of Am
erican Civilization
）という講演を行っている。
全国委員会は共同社会のかじを取るものである。それは私たちの国家がますます農業から産業の状態へと移りつつあるという事実を確 に眺め、産業主義の始まりについてまわる害悪の再発を防ごうとする。私は、全国児童労働委員会は名前だけでなく視野や目的においても国家的だと言っている。私がこのように評価するのは、この委員会が私たち 国の全ての区を代表し、ほぼ全て 州に共通する問題を扱い、文明化に好ましくない習慣を根絶やしにするからだ。〔中略〕
アメリカの文明化はフェアプレイによって特
徴づけられる。強者が弱者を利用することは公正ではない。大人が子供の弱い肩に彼が負うべき重い負担を負わせるのは公正ではない。アメリカの文明化は、人類の苦しみに対する同情によって特徴づけられ
る
）11
（
。
　
このようにアメリカの文明化という文脈で、教育の機会
を全ての男女に与えることに意義を見出しているのである。ここでは、幼い子供の労働は男女同権、機会均等のアメリカに反する絶対悪として位置づけられ
る
）11
（
。アドラーが
言うことには、どの文明にも支配的な原理というものがあり、それはある文明では認められ も他の文明では認めら
れないものになる。アメリカの原理とは大陸を発展させる文明化という思想であり、それは一夫一婦制などの男女の倫理的な平等、各人が自由に、かつ必要な時に自分の才能を磨く権利であり 「それゆえに、国家の発展を妨げることはアメリカの見地からは大罪となる」とアドラーは語る
）12
（
。前述したように、児童労働の改革には労働者の事情を
軽視する動きがみら たが それはアメリカ いう国家にとって悪とみなされるものが、各々の家庭にとって 必ずしもそうではないことを物語って る。 この意識のズレは、アメリカ型民主主義が国家主義と融合されたものであり原理的には国家の利害を優先して実行され ことに起因するだろう。　
だが、その一方で一連の改革（特に職業教育）は、民主
主義の達成のみを目的に行われたものでもない。前章で説明したように、若者の失業や不熟練労働は深刻 問題であり、これはこれで早急の解決が要さ のであ 。ラブジョイの職業教育論のなかでも、経済 問題と民主主義題は同等の比重が置かれており、どちらが勝っているというわけではない。また、一般的に、この時代の改革は左翼や右翼の境界を越えた連合体によって行われたと説明されるが、児童労働改革もその例外ではなく 国内の産業問題への緊急の対策という課題が両者を結びつけてい
た
）11
（
。端的
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に言って、雇用対策と民主主義の実現という職業訓練に関係する二つの動機は矛盾することなく併存していた。その意味では改革者の職業教育論は、理想主義的である一方で現実主義的でもあり、ある程度のバランスがとれたものだと評価できる。アメリカ型民主主義の実現および拡大という暴走の危険性が常に る理想 、雇用労働情勢という現実に向き合うなか 緩和され 結果として実際的な手段の提唱へとつながったと言えよう。終章
　
結論
　
二〇世紀初頭、特に一九一〇年代前半における児童労働
の改革では、児童の職場からの排除や 務教育の普及と同等かそれ以上に、 職業教育に対しても情熱を燃やしていた。当時の未成年者 成人労働者 同様に失業や低賃金 労働に悩まされており、その解決方法として、学校機関 おける熟練労働者の養成が唱えられたのである。他方、優秀な労働者の養成は善良な市民の育成と同義のも であり卒業前後の学生を中心とする全ての未成年 職業訓練を施すことで、機会均 というアメリカ 民主主 が実現されることが望まれた。こ 民主主義 国家のアイデンティティとして理解され、絶対化 たため 運動における保
守的な部分がしばしば無視され、民衆と改革者との間に齟齬が生じる原因にもなった。だが、当時の深刻な経済状況は改革の理想主義に歯止めをかけ、その結果、現実に即した解決手段が模索されることになったのである。　
以上が本稿の内容を簡潔にまとめたものである。児童労
働という問題と職業教育、民主主義を結びつけて捉えるという部分に本稿の独自性があると言えよう。だが、その一方で枚数の制限上、取り上げた改革者がどうしても限られてしま 、また実際に行われていた職業訓練の内容（科目や職業学校の種類）についても十分 説明をすることができなかった。この点については、別の論文で述べていきいと思う。
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Owen Lovejoy’s Theory of Vocational Education: 
Employment Policy and Democracy
OIZUMI, Yui
Early 20th-century reformers did not only seek to restrict child labor 
by child labor law and compulsory education law but also often to insist 
that every minor should receive vocational education for them to be able 
to have skilled occupations. Owen Lovejoy, the secretary of National 
Child Labor Committee, said nothing could be more essential to the 
training of a child than a conception of his industrial obligations and 
opportunity, too. For him, industrial training was as important as child 
labor law and compulsory education.
This essay discusses the relation between child labor reform and 
vocational education, explains Lovejoy’s theory of vocational education 
because his theory was in common of most reformers.
In early 20th-century, unskilled labor was one of the most serious 
problems. Young or old worker often got a cheap labor and his low 
wage remained stationary. He often lost jobs, too. Reformers sought for 
solutions, examined their works. Then, they noted that juvenile worker 
receiving sufficient training got more money than others not receiving 
it, and that young worker trained could hope rising wage. So, Lovejoy 
and other reformers recognized the need for vocational training, tried to 
give it for every youth and then to change them from unskilled labor to 
skilled labor.
Their theory of vocational education was also related with 
American democracy. Traditionally, American has been regard 
education as means to democratize their nation. They thought it 
gave every people opportunity which was most valuable for develop 
themselves. Therefore, Lovejoy and many reformers regarded vocational 
education as indispensible to make citizenship, to civilization and to 
develop America. They reformed educational system from the national 
point of view because this democracy was national identity and ideology.
But child labor was essentially the economic problems, so reformers 
tried to solve poverty, unemployment and then provide skilled labor 
forces. Their idealism was relieved by it. As a result, their suggestions 
were changed from ideal to realistic.
